
[様式1-1]

（１）業務件名 定期保守試験等配電業務委託

（２）請求箇所 九州電力送配電(株) 配電本部 配電管理グループ

（３）業務実施場所 一般送配電事業の供給区域（離島を含む九州全域）

（４）業務目的 配電設備の適正な維持・管理のため、設備の点検・保守試験等を行うもの

（５）業務概要

１．高圧自家用電気工作物の力率測定に係る業務

２．お客さまへの供給電圧の測定（電気事業法第26条）に係る業務

３．当社が指定する柱上特殊設備（ＳＶＲ、タイトランス等）の点検に係る業務

４．計測器の校正試験に係る業務

５．特別高圧・高圧電力ケーブルの初期・倉入れ試験（絶縁抵抗試験、直流耐圧試験、直流高圧漏

  れ電流試験）及び、絶縁診断試験（絶縁抵抗試験、直流高圧漏れ電流試験、活線診断試験）に

  係る業務

６．耐圧性能を有する車両、無停電特殊車両、無停電工法用工具、保護具等の耐圧性能試験及び外

  観、動作機能の点検に係る業務

（６）予定作業期間 ２０２４年１０月２１日 ～ ２０２５年１０月２０日

（７）契約予定時期 ２０２４年１０月

（８）発注方式 指名競争見積方式

（９）登録品工種 ９５７（設備の点検、補修、運転（配電設備））

（11）その他

（12）見積参加申込書受付期限 ２０２４年２月２０日（火）

（13）見積参加申込書受付箇所 業務本部 資材調達センター 送配電設備工事・委託契約グループ

業務概要書

（10）見積参加条件 １．能 力

 ①類似する業務の実務経験を有すること

 ②高低圧活線での近接作業が可能であること

２．体 制

 ①離島を含む九州全域での業務に対応可能であること

 ②平日昼間帯に限らず、休日・深夜帯における業務への対応が可能であること

  また、当社支社単位に事務所を設置し、緊急時即応が可能な体制であること

 ③業務実施にあたり、当社５４事業所と遅滞なく調整が可能であること

３．知 識

 配電設備概要及び各機器諸元に精通しており、業務遂行に必要な知識を有すること

４．資 格

 労働安全衛生法に定める特別教育等（電気取扱業務に係る特別教育）の受講者又は、電気主任

 技術者・電気工事士等の資格を有すること

５．その他

 ①試験結果等の報告については、当社指定の様式にて実施のこと

 ②業務を実施する上で、下表の資料を定められた提出期限・提出先までに提出すること

 

 ③反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団関係企業・団体またはその関係者、その他反社会

  的勢力。以下同じ）に該当しない、または反社会的勢力との関係を有しないこと

情報管理責任者・情報セキュリティに関す

る緊急連絡体制の報告

教育計画書（安全教育・情報セキュリティ

教育も含む）

教育実施状況報告書

業務経歴、資格取得、特別教育等受講一覧

表

各支社 配電部

担当グループ

提出書類
対象業務番号

※（５）の番号に対応
提出期限 提出先

作業体制表・安全管理体制表（受託業務実

施責任者、現場安全管理責任者、緊急連絡

体制表等の報告）
１、２、３、６

各配電事業所

担当グループ
情報管理責任者・情報セキュリティに関す

る緊急連絡体制の報告

作業体制表・安全管理体制表（受託業務実

施責任者、現場安全管理責任者、緊急連絡

体制表等の報告）

再委託認定申請書[関係書類含む]

※再委託活用時のみ

全業務

業務着手前

3月末及び

変更都度

（各体制表）

3月末（継続）

及び必要の都度

４、５、６
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１ 件  名 

「定期保守試験等配電業務委託」 

 

２ 委託業務の範囲 

(1) 力率測定 

(2) 電圧・電流測定 

(3) 特殊機器点検 

(4) 定期保守試験（計測器校正試験、電力ケーブル保守試験、車両・工具の定期保守試験・点検） 

 

３ 委託期間 

2024年10月21日～2025年10月20日 

 

４ 支払条件 

都度完了払 

 

５ 委託区域 

九州全域 

 

６ 身分証明書の携帯 

受託者は、業務の実施にあたって常に身分証明書を携帯しなければならない。 

 

７ 業務従事者の技能、教育 

(1) 受託者は、本業務の業務従事者の技能、所有資格及び安全教育計画書を報告しなければならな

い。なお、当該業務従事者は、原則として労働安全衛生法に定める特別教育等（電気取扱業務に

係る特別教育）の受講者又は、電験、電気工事士等資格者とする。 

(2) 受託者は、安全計画に基づき作業者の安全、技能について定期教育を行い、実施状況を報告し

なければならない。 

 

８ 作業の管理 

(1) 受託者は、作業体制表を作成し、当社に報告しなければならない。 

 (2) 緊急時の措置を的確かつ迅速に行うため、必要な連絡ルートを定め、関係者に周知徹底を図る

と伴に、当社に緊急連絡表を提出することとする。 

 

９ 安全の管理 

(1) 受託者は、現場安全管理者を定め、当社に報告しなければならない。 

(2) 現場安全管理者は、工事現場の安全に関し、当社の定める配電業務基準に準ずるとともに法規

に定められた条項を作業員に対し、徹底させ常に災害防止に留意しなければならない。 

(3) 当社が、災害防止のため必要と認められたときは、受託者に対し適切な処置を要請することが

できる。 



(4) 受託者は、災害防止のため必要と認めるときは、臨機の処置をとらなければならない。この場

合、受託者はあらかじめ当社の承認を受けるものとする。ただし、緊急やむを得ないときは、こ

の限りではない。 

(5) 前項ただし書きの場合には、受託者は、そのとった措置について事後遅滞なく当社に報告しな

ければならない。 

(6) 受託者は、工事の施工について受託者の従業員の負傷又は死亡事故が発生したときは、受託者

の責任においてその措置をするとともに、当社に報告しなければならない。この場合の費用は受

託者の負担とする。 

(7) (3)及び(4)の措置に要した費用は受託者の負担とする。ただし、天災その他の不可抗力による

ものと認められるものについては、双方協議のうえ決定する。 

(8) 現場安全管理者は、当社の承認をうけて委託業務実施責任者と兼ねることができる。 

(9) 受託者は、防具、保護具及び工具等を充分備付けるとともに、定期点検を実施し、当社の定め

た報告事項を報告しなければならない。 

 

10 社給資材の管理 

受託者は、当社が受託者に支給した工事用社給材料（以下社給品という。）又は当社に返納すべ

き撤去品の運用及び管理については、別に定める要領によるものとする。 

 

11 貸与機器等の管理 

 (1)当社は、受託者に対し機械器具（電圧管理計及びケーブル活線劣化診断装置 等）を無償で貸与

する。 

(2)受託者は、当社から機械器具（電圧管理計及びケーブル活線劣化診断装置 等）の貸与を受けた

場合には、その保管、使用、返納及び取扱いその他に関して、善良なる管理者の注意義務を守ら

なければならない。 

(3) 受託者は、受託者の故意又は過失により前項の貸与機器を滅失、破損その他瑕疵を生じたとき

は、当社の指示に従い受託者の負担で当社が完全と認めるまでこれを補修し、又は当社の査定

に従いその損害を当社に賠償する。 

 

12 機密情報等の管理 

(1) 受託者は、本業務の遂行によって知り得た個人情報を含む機密情報等について、本業務の目

的の範囲内に限り使用すること。 

(2)  受託者は、機密情報等を安全に管理するために情報管理責任者を設置し、当社へ通知しなけ

ればならない。 

(3)  受託者は、機密情報の紛失、破壊、改ざん、漏洩、盗用等の事故が発生又は予見される場

合には、直ちに当社に報告し、当社の指示に従うものとする。よって、情報漏洩等緊急時の

措置を的確かつ迅速に行うため、必要な連絡ルートを定め、関係者に周知徹底を図るととも

に、当社に緊急連絡表を提出すること。 

(4)  受託者は、機密情報等の安全管理義務の遵守に対し、書類等については施錠保管と閲覧等に

関する記録を残す等情報漏洩防止に努めると伴に従業員等へ教育を行うなど、安全管理の徹

底を図るように努める。 



(5)  受託者は、機密情報等を第三者へ漏洩、提供してはならない。なお、提供には、閲覧、複写、

貸与を含む。 

13 機密情報等に関する報告等 

(1) 受託者は、機密情報等の管理状況に関して、当社から報告を求められた場合は、それに応じな

ければならない。 

(2)  前項の報告により、受託者の機密情報等の管理体制について、当社が是正を求めた時には、

受託者はそれに応じなければならない。 

(3) 当社は、受託者の機密情報の管理状況に関し、必要に応じて当社が受託者の業務遂行に立ち会

うこと、受託者の監査を行うことを受託者に求めることができるものとし、受託者はこれに応じるも

のとする。 

 

14 個人情報の適正取得 

受託者は、本業務に伴い新たに個人情報を本人から取得する場合には、書面で取得するとき

は利用目的を口頭あるいは書面に明示するなど、適正な手段により取得するほか、個人情報保

護法に基づき適法に取得すること。 

 

15 個人情報の開示請求等の対応 

 受託者は、本業務に伴い取得した個人情報について、その本人からの開示請求等の対応、又は

個人情報保護に関する行政機関等との対応が発生した場合には、速やかに当社に報告するととも

に、当社の指示に基づき対応すること。 

 

16 再委託等 

(1) 受託者は、本業務の全部または一部を原則として第三者に依頼してはならない。ただし、あ

らかじめ依頼する第三者に関して当社へ書面を提出し、当社の承諾を得た場合はこの限りでは

ない。 

提出する書類は以下のとおり 

① 再委託承認申請書 

② 作業員毎の安全教育実施状況（電気取扱業務に係る特別教育を含む） 

③ 作業員の所有資格の証明書（写） 

④ 労災の加入証明（写） 等 

⑤ 損保の加入証明（写） 等 

⑥ 再委託者との契約書（案）（継続の場合は、契約書（写）） 

(2) 受託者は、再委託者が業務遂行にあたり、故意又は過失により第三者に損害を与えた場合は、

当社に報告しなければならい。 

(3) 受託者は、再委託者の行為について、当社に対して一切の責任を負うものとする。 

(4) 受託者は、当社の承諾を得て第三者へ再委託する場合、再委託者に対して当社が受託者に課

す機密保持義務と同様の機密保持義務を課し、機密保持状況について継続的に管理すること。 

 

 

 



17 廃棄物の処理 

受託者は、作業によって生じた廃棄物については、関係法令を遵守し、適切な処理をしなければ

ならない。 

 

18 商号等の変更通知 

受託者はその商号、組織又は代表者を変更した場合は、速やかに当社に書面をもって通知しなけ

ればならない。 

 

19 提出書類及び提出先一覧表 

 業務を実施する上で、当社に提出しなければならい資料の提出先と提出時期は下記のとおり。 

提出書類 業務名 提出期限 提出先 

作業体制表・安全管理体制表（受託業

務実施責任者、現場安全管理責任者、

緊急連絡体制表等の報告） 

電圧電流測定 

（法定測定） 

特殊設備点検 

力率測定 

定期点検 

（工具・架装部） 

業務着手前 

配電事業所 

配電担当 

グループ 
情報管理責任者・情報セキュリティに

関する緊急連絡体制の報告 

作業体制表・安全管理体制表（受託業

務実施責任者、現場安全管理責任者、

緊急連絡体制表等の報告） 

電力ケーブル試験 

定期試験 

（工具・車両） 

校正試験 3月末及び 

変更都度 

（各体制表） 支社 配電部 

配電担当グループ 

情報管理責任者・情報セキュリティに

関する緊急連絡体制の報告 

教育計画書（安全教育・情報セキュリ

ティ教育も含む） 

全業務 

教育実施状況報告書 

業務経歴、資格取得、特別教育等受講

一覧表 

再委託認定申請書[関係書類含む] 

※再委託活用時のみ 

3月末（継続）

及び必要の都度 

 

20 その他 

その他、本仕様書に定めのない具体的実施内容及び実施方法は、別に定める定期保守試験等業務

委託実施要領（別紙１、別紙１－１～別紙１－６）、ならびにこれらの要領に記載する様式類、関

係規程類によるものとする。 

 

 

 



（別紙１） 

定期保守試験等業務委託実施要領 

 

業務項目 
力率測定 

業務委託実施要領 
電圧・電流測定 
業務委託実施要領 

特殊設備点検 
業務委託実施要領 

計測器校正試験 
業務委託実施要領 

電力ケーブル保守試験 
業務委託実施要領 

車両・工具の定期保守試験・点検 
業務委託実施要領 

業務内容 

ｏお客さまとの測定日時折衝 

ｏ測定に対するお客さま説明（力率

に対する料金制度） 

ｏ計器結線チェック 

ｏ力率測定 

ｏ計器封印具取付け 

ｏお客さまとの測定値確認印の受領 

ｏ測定結果の報告 

ｏ上記に付帯する業務 

ｏ測定月日の計画策定 

ｏ測定計器の整備 

ｏ測定計器取付などのお客さま折衝 

ｏ電圧測定 

ｏ計器封印の取外し、取付け 

ｏ測定結果の整理 

ｏ測定記録書作成（ﾁｬｰﾄ紙台紙貼

付） 

ｏ測定結果の報告 

ｏ上記に付帯する業務 

ｏ点検月日の計画策定 

ｏＳＶＲ、ＳＶＣ、タイトランス、

柱上配電塔の外部点検及び動作状

況の確認 

ｏ絶縁油の採油と試験 

ｏ点検・試験結果の整理 

ｏ点検・試験結果の報告 

ｏ上記に付帯する業務 

 

 

 

ｏ計測器校正試験の計画策定 

ｏ計測器校正試験の実施 

（標準器校正の、日本電気計器検

定所への手続代行を含む） 

ｏ計測器校正試験結果の整理 

ｏ計測器マスターの整備 

ｏ計測器校正試験結果の報告 

ｏ上記に付帯する業務 

 

 

ｏ電力ケーブル定期保守試験の計画

作成 

ｏ電力ケーブル定期保守試験の実施 

・ケーブル接地線の切離し接続作業 

・活線診断の場合の計測用リード

線の高圧配電線等への接続、取

外し 

ｏ電力ケーブル試験成績書の作成 

ｏ上記に付帯する業務 

ｏ定期保守試験・点検の計画策定 

ｏ供試品の搬出、搬入 

ｏ試験、点検（清掃）の実施 

ｏ合否ラベルの貼付 

ｏ個体管理番号の付与 

ｏ試験・点検結果の報告書作成 

ｏ試験、点検結果の整理 

ｏ配電用具マスターの整備 

ｏ上記に付帯する業務 

 

計画 

 

【週間計画】 

ｏ 受託者は、配電事業所担当グル

ープより、力率測定指示書兼実績

報告書 （様式１）を受領したの

ち、作業前週末までに作業日報兼

週間作業予定表 （様式４）を提

出する。 

 

【計画策定事前打合せ】 

ｏ 受託者は、配電事業所担当グル

ープより受領した法定測定指示書

兼実績報告書 （様式１）に基づ

き、センター管内各配電事業所と調

整・打合せを行う。 

 

【年間計画（７月～９月）】 

ｏ 受託者は、調整結果に基づき、法

定測定計画を策定し、毎年６月末ま

でに法定測定計画書兼実績明細書

（様式２）を配電事業所担当グルー

プへ提出する 

 

【年度計画】 

ｏ 受託者は、支社配電部担当グル

ープより受領した特殊設備点検作

業業務計画書兼管理表（様式６）

に基づき、配電事業所別の月別業

務計画を策定し、前年度２月末迄

に配電事業所担当グループへ提出

する。 

 

【月間計画】 

ｏ 受託者は、特殊設備点検作業計

画書（様式７）に作業個所を記入

し前月25日迄に配電事業所担当グ

ループへ提出する。 

 

【週間計画】 

ｏ 受託者は、点検前週の水曜日ま

でに、配電事業所担当グループへ

週間作業予定表兼実績表（様式

８）を提出する。 

 

【年度計画】 

ｏ 受託者は、支社配電部担当グル

ープより受領した、計測器校正試

験年間計画表に基づき、計測器校

正試験月間計画表（様式４）を作

成し、前年度３月末迄に支社配電

部担当グループ、及び配電事業所

担当グループへ提出する。 

 

【月間計画】 

ｏ 受託者は、電力ケーブル定期保

守試験年間計画表№２に基づき、

電力ケーブル定期保守試験月間計

画表（様式７）を作成し、前月初

旬までに支社配電部担当グルー

プ、及び配電事業所担当グループ

へ提出する。 

 

【年度計画】 

ｏ 受託者は、年度計画の策定にあ

たり、前年度の11月末までに、支

社配電部担当グループへ、配電用

具の品名別数量一覧表（様式４）

を提供する。 

 

【月間計画】 

ｏ 受託者は、配電用具の定期保守

試験年間計画表（様式７）及び配

電用具の定期点検年間計画表（様

式８）に基づき、配電用具の定期

保守試験・定期点検月間計画表

（様式９）を前月初旬までに策定

し、配電事業所担当グループへ提

出する。 

計画変更 

ｏ 受託者は、測定計画に変更が生

じた場合は、配電事業所担当グル

ープへ連絡し、以後の計画を打合

せる。 

ｏ 受託者は、測定計画に変更が生

じた場合は、配電事業所担当グル

ープへ連絡し、以後の計画を打合

せる。 

ｏ 受託者は、点検計画に変更が生

じた場合は、配電事業所担当グル

ープへ連絡し、以後の計画を打合

せる。 

ｏ 受託者は、試験計画に変更が生

じた場合は、配電事業所担当グル

ープへ連絡し、以後の計画を打合

せる。 

ｏ 受託者は、試験計画に変更が生

じた場合は、配電事業所担当グル

ープへ連絡し、以後の計画を打合

せる。 

ｏ 受託者は、試験・点検計画に変

更が生じた場合は、配電事業所担

当グループへ連絡し、以後の計画

を打合せる。 

実施及び報告 

ｏ 力率測定業務委託実施要領（別

紙１－１）による 

 

ｏ 電圧・電流測定業務委託実施要

領（別紙１－２）による 

 

ｏ 特殊設備点検業務委託実施要領

（別紙１－３）による 

 

ｏ 計測器校正試験業務委託実施要

領（別紙１－４）による 

 

ｏ 電力ケーブル保守試験業務委託

実施要領（別紙１－５）による 

 

ｏ 車両・工具の定期保守試験・点

検業務委託実施要領（別紙１－

６）による 

工程管理 

 

ｏ 受託者は、やむを得ない事情な

どにより点検予定日の変更が必要

と判断した場合は、速やかに配電

事業所担当グループへ報告のう

え、測定日時を再調整する 

 

ｏ 受託者は、完成期限を超過した

場合、配電事業所担当グループ

へ、未測定箇所未測定件名リスト

（様式３）を提出する。 

 

ｏ 受託者は、やむを得ない事情な

どにより測定予定日の変更が必要

と判断した場合は、速やかに配電

事業所担当グループへ報告のう

え、測定日時を再調整し、法定測

定計画書兼実績明細書（様式２）を

再提出する。 

 

ｏ 受託者は、やむを得ない事情な

どにより点検予定日の変更が必要

と判断した場合は、速やかに配電

事業所担当グループへ報告のう

え、点検日時を再調整する。 

 

ｏ 受託者は、やむを得ない事情な

どにより校正予定日の変更が必要

と判断した場合は、速やかに配電

事業所担当グループへ報告のう

え、校正日時を再調整する 

 

ｏ 受託者は、やむを得ない事情な

どにより試験予定日の変更が必要

と判断した場合は、速やかに配電

事業所担当グループへ報告のう

え、試験日時を再調整する 

 

ｏ 受託者は、やむを得ない事情な

どにより試験予定日の変更が必要

と判断した場合は、速やかに配電

事業所担当グループへ報告のう

え、試験・点検日時を再調整する 



 別紙１ －１  

［ 力率測定業務委託実施要領］  

 

１  測定の準備、 及び実施 

1. 1 事前準備 

  ( 1)  お客さ まと の事前交渉 

受託者は、力率測定にあたり 、お客さ まへ事前に測定の目的等について説明を 行う と と も に、

測定実施日、 及び立会要請等の調整を 実施する 。  

なお、 お客さ まと の事前交渉では、 以下の内容を 確認、 調整する 。  

・ 最大負荷発生予定日の確認 

・ 必要に応じ 主任技術者立会の要請 

 

 ( 2)  封印具の受領 

受託者は、 配電事業所担当グループよ り 、 力率測定に用いる封印具を 受領する 。  

 

1. 2 測定の実施 

受託者は、 測定の指示を 受けたも のについて、 力率測定チェ ッ ク 表（ 様式２ ） に基づき 測定を

実施する 。 測定にあたっ ての留意点は以下のと おり 。  

・ 測定は、 負荷が最大と 認めら れる と き に実施する 。  

・ 測定は、 必要に応じ 、 営業担当グループの立会を 要請する 。  

・ 電子式計器の力率測定の手順は、 力率の測定手順書（ 参考資料１ ） によ る 。  

・ 事前に測定現場付近の状況を 良く 確認し 、 公衆安全及び他物損傷等に十分留意し 、 必要な安

全措置を 講じ たう え、 測定する 。  

・ 封印については、 Ｌ 型封印を 使用する 。  

  

1. 3 保安上、 緊急な措置を 要する 場合の処理 

受託者は、 受電設備（ 計器を 含む） で異常を 発見し 、 放置すれば電気火災事故又は供給支障事

故が発生する 恐れがある と 判断さ れる 場合は、 直ち に配電事業所担当グループ へ連絡し 、 指示を

受ける。  

 

1. 4 測定結果の記録 

測定結果は、 高圧工事票に記録する 。 なお、 測定結果を お客さ まへ説明し 、 高圧工事票に確認

印を 受領する 。  

 

２  測定結果の報告 

 2. 1 報告書類の提出 

受託者は、 測定完了後、 ７ 日以内に完成書類を 配電事業所担当グループ へ提出する 。  

提出する 報告書類は次による 。  

報告書類 補足説明 

高圧工事票、 またはお客さ ま申し 出工事票 お客さ ま確認印を 押印 

力率測定指示書兼実績報告書（ 様式１ ）  ― 

力率測定チェ ッ ク 表（ 様式２ ）  ― 

協定精算を 要する 場合の請求書等 実費精算を 要する 場合等に提出 

 

2. 2 報告書類の再提出 

    受託者は、 報告書類の内容に不備があり 、 配電事業所担当グループから 再提出の指示を 受け

た場合は、 返却さ れた書類を ３ 日以内に修正し 、 再提出する 。  

 

2. 3 再測定の実施 

    受託者は、 測定の実施内容に不備があり 、 配電事業所担当グループから 再測定の指示を 受け

た場合は、 速やかに再測定を 行う と と も に、 報告書類を 再提出する 。  

 



 

 

３  その他 

3. 1 封印具管理 

・ 受託者は、 完成書類提出の都度使用し た封印数を 設計書（ Ｂ 票） で請求し 、 補充する 。  

・ 受託者は、 封印具管理責任者及び封印具取扱担当者を 選任し 、 厳正に管理する 。  

・ その他封印管理の詳細な取扱いは、 封印具取扱基準によ る 。  

 

3. 2 力率測定装置の校正 

・ 力率測定装置は、 日本電気計器検定所等での校正品を 使用する 。  

・ 校正は、 １ 回／年受ける。  

・ 受託者は、 校正証明書を 次回校正まで保管する 。（ 受託者所有の測定装置の場合）  



 

 －５ －

〔 別紙１ 〕  

力 率 測 定 委 託 業 務 処 理 フ  ロ ー 

配電事業所 委 託 会 社 備   考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※１  測定日時のお客さ まと

の打合せ 
ｏ 新増設後負荷が最大に

なる時期に測定 
 
 
 
 
 
 
 

※２  配電担当Ｇ 長の判断に
より 測定の立会いを 実
施 

 

お客さ ま 
申し 出工事票 

1, 1’  

指示・ 記入 

Ｇ 長 

指示月日記入 

 
測定 

1’ , 2, 4 

審査 

完成月日等記入 

自動検収    

指示・ 、  
工事数等入力 し ゅん工 

通知画面 

高圧工事票 
様式１  
力率測定指示書 
兼実績報告書 

２  

高圧工事票 
（ 正）  様式２  

作業日報兼 
週間作業 
予定表 

3’  

3 

お客さ まと の 
事前交渉 
※１  

3 

1, 1’ , 2 

3’  

3 

高圧工事票 
（ 正）  様式３  

力率測定ﾁｪｯｸ表 4’  

4 

高圧工事票 
（ 正）  様式４  

未測定件名 
リ スト  5’  

5 

5 

3’ , 4’ , 5’  

（ 立会い） ※２  

1, 1’ , 2, 4, 5 



 －６ － 

〔 様式１ 〕  

指示№  

 

指     示 審     査 検     査 

担当 

 

 

副長 Ｇ 長 担当 副長 Ｇ 長 担当 副長 Ｇ 長 

 

連絡月日    年 月 日 

指示月日    年 月 日 

完成期限    年 月 日 

完成月日    年 月 日 

 

受付№ 
料 金

適用日 
測定月日 

力  率 

％ 
測 定 者 備   考 ：  お客さ ま名 等 

 ・  ・    
（  ）  

 

 ・  ・    
（  ）  

 

 ・  ・    
（  ）  

 

 ・  ・    
（  ）  

 

 ・  ・    
（  ）  

 

 ・  ・    
（  ）  

 

 ・  ・    
（  ）  

 

計 ―― 
箇所数 

（   ）  
―― ――  

（ 注） １ ． 指示書作成時は受付・ 料金適用日を記入（ 九電）  

２ ． 実績報告時は測定月日・ 力率・ 測定者を記入。 なお、 完成期限超過及び測定不可能、 仮測定

の場合は、 理由を備考内に記入（ 委託会社）  

３ ． 協定がある場合は、 内容と 金額（ 消費税除き） を備考欄の（  ） 外に記載のう え、 領収書等

を添付のこ と  

力 率 測 定 指 示 書 兼 実 績 報 告 書 



 

1 －７ － 

〔 様式２ 〕  

力 率 測 定 チ ェ  ッ  ク  表 

 

 チ ェ  ッ  ク  項 目 良 否 備   考 

測 定 前 

電柱・ 間違いないか、 計器№は    

測定前にお客さ まに了解を求めたか    

お客さ まか、 主任技術者の立会を求めたか    

    

    

測 定 

ゴム手の着用をし たか（ Ｃ Ｔ 開閉）     

安定し た足場の確保をし たか    

公衆その他の人の安全対策は十分であっ たか    

プラ グの取付、 取外し は確実に行っ たか    

測定結果を立会者と 確認し たか    

ネジの締付を忘れずに    

    

    

    

    

    

    

計器、 その他

点 検 

計器の回転は正常か    

封印はし たか    

変成器、 附属品の接地線の接続の確認    

自家用施設の点検（ Ｐ Ａ Ｓ 、 Ｔ ｒ 、 リ ード 線ケー

ブル、 アレスタ ー等） 不良はないか 
   

    

    

測 定 後 

キュ ービク ル、 フ ェ ンスの鍵はし たか    

確認印はも ら っ たか    

測定で危険なと こ ろはなかっ たか    

    

    

 （ 安定し た足場）  （ 感電短絡に注意）  

問題点 その他 

 

 

 
 

測 定 者 担 当  副 長 



 

 －８ － 

〔 様式３ 〕  

 

  年  月  日 

 

未 測 定 件 名 リ  ス ト  

 

委 託 会 社  九 電 送 配 

担当 長  担当 副長 Ｇ 長 

 

 指 示 № 
料 金 
適用日 

遅  延  理  由 
測 定 
予定日 

１   ・   ・  

２   ・   ・  

３   ・   ・  

４   ・   ・  

５   ・   ・  

６   ・   ・  

７   ・   ・  

８   ・   ・  

９   ・   ・  

10  ・   ・  

※ 未測定分は全数累計報告するこ と 。  



 

－

〔 様式４ 〕  

作 業 日 報 兼 週 間 作 業 予 定 表 

委託会社  九電送配 

担当 長  担当 副長 Ｇ 長 

    年  月  日 
 

 作     業     日     程 

力 
 

率 
 

測 
 

定 

記 入 項 目 
日 日 日 日 日 日 日 

月 曜 火 曜 水 曜 木 曜 金 曜 土 曜 日 曜 

お 客 さ ま 名 

（ 測定場所）  
       

測 定 者        

人 員        

 



〔 参考資料１ 〕

力 率 の 測 定 手 順 書 （ 電 子 型 ）

測 定 の 手 順 補 足 説 明

１ 準 備

・ 測定器のメ タ ルコ ン セント にリ ード 線のプラ グを 挿入し ， 締め付ける 。 ｏ 接続誤り 防止のためコ ンセント と プラ グの溝を 合わせて挿入する。

・ 計量盤試験端子に測定用リ ード 線の試験用プラ グを 接続する。 ｏ 計測器のプ ラ グを 計測器の受刃に， 変成器のプ ラ グを 変成器側の受刃に確実に挿入する 。

こ れにより 測定器の電源が入る 。 ＭＷの回転を 確認する。

・ 検相チェ ッ ク ポイ ン ト を 押し ， 正相又は逆相表示ラ ン プを 確認し て， 正・ 逆相切替ス ｏ 切替スイ ッ チは， 不用意に切り 替わら ないよう ロッ ク つき になっ ており ， 切替時はスイ ッ チ

イ ッ チを その点灯表示ラ ン プ側に入れる。 のつまみを 引いて切替える。

・ 時限切替スイ ッ チを チェ ッ ク 位置にし ， リ セッ ト ボタ ンを 押す。 １ 分後に時限表示部１ ｏ デジタ ル部の計数， 演算， 表示装置が正常であるこ と が確認出来る 。

分， 力率表示部71％， 最大需要電力表示部512Ｗを 表示する。

２ 測 定

・ 計器盤試験端子の， １ Ｓ ， ３ Ｓ のネジスイ ッ チを 緩め開放する。 ｏ 取引用計器の回転が開放前と 変化のないこ と を 確認する。

・ 時限切替スイ ッ チを 設定時限位置にセッ ト し ， リ セッ ト ボタ ンスイ ッ チを 押す。 ｏ 設定時限時に演算し て， それまでの最大需要電力と その時の平均力率を表示する。

〔 １ 分で電力を 見る 。 15～30分で平均値を 表示〕

・ 最大電力は， ワッ ト 表示になっ ており ， 一次側に換算し て算出する。 ｏ 計数， 演算， 表示部の電源は測定器の電圧回路よ り 取入れている ため， 測定器を 回路よ り

例 Ｐ Ｔ 比 6，600Ｖ ／110Ｖ ， Ｃ Ｔ 比 50Ａ ／５ Ａ の場合， 60×10＝600を乗じ る 。 切離し た場合は， 表示が消える。

・ 計器盤試験端子１ Ｓ ， ３ Ｓ のネジスイ ッ チを 締め付ける。 ｏ 緩みが残ら ないよう 確実に締め付ける。

・ 計量盤試験端子の測定用リ ード 線プラ グを 取外す。 ｏ 取引用計器の回転が取外し 前と 変化がないこ と を 確認する 。

・ 測定器から メ タ ルコ ンセン ト プラ グを 取外す。

３ 取扱上の注意 参 考

・ 測定器は安定し た場所に設置し ， 人が触れないよう 安全に注意する。 ｏ 電子型平均力率測定器

・ 光線の反射を 受ける 場合， 表示が読み取れないこ と があるので覆いを する。 表示 例 15分 99％ 351Ｗ

・ 大き な衝撃は故障の原因と なる ため， 落と さ ないよう に注意する。 測定時間15分 力率99％ 電力 351Ｗ×60×10＝210．6kW

・ 激し い振動を 長期間与える と 故障の原因と なるため， 運搬に注意する 。 ｏ 電圧電流測定によ る電力計算

・ リ ード 線と 試験用プラ グの断線による 事故防止を 図る ため， 導通試験を 行う 。 例： 電圧 Ｐ １ ～Ｐ ２ 111Ｖ ， Ｐ １ ～Ｐ ３ 112Ｖ ， Ｐ ２ ～Ｐ ３ 110Ｖ

・ 屋内用である ため， 雨水， 直射日光にさ ら さ ないよう にする。 電流 １ Ｓ 1．92Ａ ， ３ Ｓ 1．90Ａ

・ 異常な高温度， 低温度の場所での測定は避ける。 電力 √３ × 110Ｖ ×1．91Ａ ×0．99×60×10＝216．2kW

〔 －10℃～＋40℃の範囲内で正常に動作する〕 ｏ 計器円盤による電力計算

例： 円盤１ 回転の所要時間 9．9秒

3，600×Ｐ Ｄ 3，600×１
×ｎ ＝ ×600＝217．9kW

Ｋ ×Ｔ 1，000×9．9

Ｐ Ｄ ＝計器円盤の回転数， Ｋ ＝計器定数REV/kWH， Ｔ ＝計器円盤の一回転所要時間

－13－ －14－



 別紙１－２ 

［電圧電流測定業務委託実施要領］ 

 

１ 測定の準備、及び実施 

1.1 事前準備 

  (1) 測定器の事前点検 

受託者は、測定計器の使用前に絶縁試験（0.2ＭΩ以上）及び動作試験を行う。 

 

1.2 測定の実施 

受託者は、測定の指示を受けたものについて、法定測定計画書兼実績明細書（様式１）に基づ

き測定する。測定にあたっての留意点は以下のとおり。 

 留意点 

測定箇所の確認 

・法定測定記録書により指示された測定箇所と現場の電柱番号の確認 

・変圧器有無の確認 

・供給電圧100Vのお客さまが１戸以上あることの確認 

測定器の取付 

・測定計器取付け時は、計器温度が上昇しないように注意する。 

・直射日光が当たる場合は測定器を覆うなど、直射日光を避ける。 

・測定計器取付け時は、当該お客さまの承諾を得る。 

・お客さまが不在の場合で承諾が得られない場合は、測定計器取付けの

理由を明確にしたお願い (参考資料２）を測定機器の近くに設置し、

電話連絡などにより事後承認を得る。 

・公衆安全が確保できる取付位置を選定する。 

・電力量計へ結線する場合は、低圧ゴム手袋、及び防災面を着用する。 

安全の確保 
・作業者、及び公衆の安全対策を講じる 

・作業者は、必要に応じ保護具を着用する 

 

1.3 保安上、緊急な措置を要する場合の処理 

受託者は、公衆の保安上の問題及び測定不能が生じた場合等、直ちに配電事業所担当グループ

へ連絡し、指示を受ける。 

 

1.4 測定結果の確認 

受託者は、は測定器取外し後、24時間記録の確認及び適正電圧値内かどうか確認する。（電圧値

は計測器校正票による数値） 

測定結果が不良の場合は、配電事業所担当グループへ報告し、指示を受ける。  

 

 1.5 再測定の実施 

   受託者は、配電事業所担当グループより、再測定の指示を受けた場合は、前項の1.1～1.3に基

づき、再測定を実施する。 

 

 

 

 

 



２ 測定結果の報告 

 2.1 報告書類の提出 

受託者は、測定完了後、７日以内に完成書類を配電事業所担当グループへ提出する。 

提出する報告書類は次による。 

報告書類 補足説明 

電圧電流測定指示書兼実績報告書（様式１） 
協定精算を要する場合は、備考欄に内容・

金額等を記載 

法定測定計画書兼実績明細書（様式２）  

法定測定記録書（様式３） 記載方法は、法定測定業務処理基準による 

電圧測定チャート台紙 (様式４） 記載方法は、法定測定業務処理基準による 

封印具管理簿と封印具  

協定精算を要する場合の請求書等 実費精算を要する場合等に提出 

 

 2.2 報告書類の再提出 

    受託者は、報告書類の内容に不備があり、配電事業所担当グループから再提出の指示を受け

た場合は、返却された書類を３日以内に修正し、再提出する。 

 

2.3 再測定の実施 

    受託者は、測定の実施内容に不備があり、配電事業所担当グループから再測定の指示を受け

た場合は、速やかに再測定を行うとともに、報告書類を再提出する。 

 

３ その他 

3.1 封印具管理 

・受託者は、完成書類提出の都度使用した封印数を設計書（Ｂ票）で請求し、補充する。 

・受託者は、封印具管理責任者及び封印具取扱担当者を選任し、厳正に管理する。 

・その他封印管理の詳細な取扱いは、封印具取扱基準による。 

 

 



 －７－

 

配電事業所 

Ｇ長 

※２ 

※１ 

※２ 

※１ 

に 

配電事業所へ提出する。 



 －８－

 

 

Ｇ長 Ｇ長 Ｇ長 



  
－
９
－

 

 



 
－
1
0
－

 
 

〔様式３〕 



 
－
1
1
－

 

 

北九州支社 小倉  配電事業所 

〔様式４〕 
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九州電力株式会社○○○配電事業所 

 





























 別紙１－４ 

［計測器校正試験業務委託実施要領］ 

 

１ 校正の準備、及び実施 

1.1 事前準備 

・受託者は、校正試験を実施する計測器を事前に清掃し、外観・構造について目視により点検

を行う。 

・受託者は、試験装置・公衆安全及び他物損傷等に十分留意し、必要な安全措置を講じる。 

 

1.2 校正の実施 

受託者は、校正の指示を受けたものについて、標準器校正の試験点（別紙２）、一般計測器校正

の試験点（別紙３）に定める試験点ごとに、巡回試験又は持込試験により校正を行う。 

   なお、標準器の校正については、日本電気検定所で受け、校正証明書を受領する。 

 

２ 試験結果の整理 

1.1 校正証の貼付 

・受託者は、校正試験の結果、良品計測器には校正済の校正証を貼付する。 

・不良計測器には、試験月日・不良内容・試験者名を記入した不良内容表示荷札を取付ける。 

 

1.2 マスターの整理 

・受託者は、試験結果に基づき、計測器設備マスター（様式６）を修正する。 

・校正試験後に購入した計測器のデータについては、次回定期試験時に委託会社が計測器設備

マスター（様式６）へ登録する。 

 

２ 校正結果の報告 

 2.1 報告書類の提出 

受託者は、校正完了後、報告書類を配電事業所担当グループへ提出する。提出する報告書類と

提出期限は次による。 

報告書類 提出期限 提出先 補足説明 

配電用品試験通知票（様式１） ５日以内 配電事業所 巡回試験時は、校正終了日に提出 

計測器校正試験指示書兼実績

報告書（様式２） 
５日以内 支社 配電部 

協定精算を要する場合は、備考欄

に内容・金額等を記載 

計測器校正票（様式５） ５日以内 支社 配電部 ― 

協定精算を要する場合の請求

書等 
５日以内 支社 配電部 実費精算を要する場合等に提出 

 

 2.2 報告書類の再提出 

    受託者は、報告書類の内容に不備があり、配電事業所担当グループから再提出の指示を受け

た場合は、返却された書類を３日以内に修正し、再提出する。 

 

2.3 再測定の実施 

    受託者は、校正の実施内容に不備があり、配電事業所担当グループから再校正の指示を受け

た場合は、速やかに再校正を行うとともに、報告書類を再提出する。 

 



 

※２ 
・供試品の搬出、搬入は

配電事業所の立会に基

づき委託会社で実施 
・試験は別に定める手引

により実施 
・試験場所は配電事業所

又は委託会社で実施 
 
※３ 
・標準器の校正証明書番

号、校正年月日を記載

し報告 
 （法定測定用、電圧管

理計のみ） 
 
※４ 
・標準器校正証明書 

と計測器校正票の校

正証明書番号、校正年

月日を確認 
 
※４ 
・検査は配電検査基準に

基づき実施する。 
 
※５ 
・標準器校正証明書と計

測器校正票の校正証明

書番号、校正年月日を

確認 
・測定後３年間保管する。 

支 社 



（別紙２） 

 



 

 



（別紙３） 

 

 

 



〔様式１〕 
 

配 電 用 品 試 験 票 
 

配電用品試験票（控） 
 

発行箇所  発 行     

※  

月 日 

    

※用品区分 

購入新品､修理品､在庫品､倉入品､委託(指定)品 

※試験区分 

受入､倉入､保守､その他 

※備  考 

概要（不合格の製造№、不良内容等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※品 名 ※製造者名 ※定 格 ※納入数    

       

       

       

       

       

注１．※印欄は発行者が記入する。 

２．用品区分、試験区分別に発行する。 

 

配電用品試験通知票 
 

発行箇所  発  行 検 査 試  験 

  担当 

 

月 日 

上長  担当 上長 

用品区分 

購入新品､修理品､在庫品､倉入品､委託(指定)品 

試験区分 

受入､倉入､保守､その他 

※備  考 

概要（不合格の製造№、不良内容等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

品 名 製造者名 定 格 納入数 ※試験数 ※不合格数 ※備 考 

       

       

       

       

       

注１．※印欄は試験箇所で記入する。 

２．本票は依頼箇所へ返送する。 

 

配電用品試験成績票 
 

発行箇所   試  験 審  査 

   担当 

 

月 日 

上長 担当 上長 

用品区分 

購入新品､修理品､在庫品､倉入品､委託(指定)品 

試験区分 

受入､倉入､保守､その他 

備  考 

概要（不合格の製造№、不良内容等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

品 名 製造者名 定 格 納入数 試験数 不合格数 備 考 
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（様式２） 

 

 

  

（   センター   営業所） 配電事業所）　　　　　



 （
様

式
４

）

セ
ン

タ
ー



 

 

（
様
式
５

）



（様式６） 

 

   センター     営業所 配電事業所



 別紙１－５ 

［電力ケーブル定期保守試験業務委託実施要領］ 

 

１ 点検・試験の準備、及び実施 

1.1 事前打合せの実施 

受託者は、必要に応じ着工前の事前打合せを実施する。なお、打合せの内容については、以下

のとおり。 

・試験日時、試験箇所、現場責任者、緊急連絡体制等 

・試験に伴う系統操作（指揮命令系統、停電範囲等）に関する事項等 

 

1.2 安全の確保 

受託者は、試験装置、公衆安全及び他物損傷等に十分留意し、必要な安全措置を講じ試験を実

施する。なお、安全措置とは次のものをいう。 

・試験実施中の試験装置周辺の危険標示（危険表示礼、危険表示ロープなど）の取付け 

・課電時のケーブル端末の安全確認 

・アース線切離し、再接続時の活線近接対策 

・監視者の配置（安全確保上、必要な場合） 

 

1.3 点検・試験の実施 

受託者は、試験及び点検の指示を受けたものについて、電力ケーブル定期保守試験指示書兼実

績報告書（様式２）等に基づき試験を行う。試験方法については以下のとおり。 

 区 分 試 験 方 法 

初期診断試験 
絶縁抵抗試験 直流耐圧印加前に絶縁抵抗を測定し、良否を判定する。 

直流耐圧試験 規定の試験電圧を規定時間印加し耐電圧の良否を判定する。 

絶縁診断試験 

絶縁抵抗試験 
直流高圧法で行う場合に事前にメガーによる絶縁抵抗を測

定し良否を判定する。 

直流高圧漏れ

電流試験 
規定電圧、印加時の漏れ電流を測定し、良否を判定する。 

活線診断試験 
活線診断法で行う場合に得られる絶縁抵抗を測定し、良否を

判定する。 

倉入れ試験 

絶縁抵抗試験 
直流高圧法で行う場合に事前にメガーによる絶縁抵抗を測

定し良否を判定する。 

直流高圧漏れ

電流試験 

絶縁診断に準じて直流高圧法又は低周波重畳法により良否

を判定する。 

※停電診断の場合の配電線融通操作、工事用ケーブル布設などの無停電工事、当該ケーブルの切

離し、接続などの作業は、当社にて実施する。 

 

 1.4 判定基準 

試験結果の判定基準は、以下のとおり 

 区 分 判 定 基 準 

初期診断試験 直流耐圧法 別紙２直流高圧法の判定基準による 

絶縁診断試験 

直流高圧法 別紙２直流高圧法の判定基準による 

活線診断法 

（低周波重畳法） 
別紙３活線診断法の判定基準による 

倉入れ試験 直流高圧法 別紙２直流高圧法の判定基準による 

  ※活線診断法で、要注意、不良の判定が出た場合は、直流高圧法により確認試験を行う 

 

 



1.5 試験結果不良の場合の措置 

受託者は、試験結果が不良と判定された場合、速やかに配電事業所担当グループへ連絡する 

 

1.6 保安上、緊急な措置を要する場合の処理 

受託者は、公衆の保安上の問題及び測定不能が生じた場合等、直ちに配電事業所担当グループ

へ連絡し、指示を受ける。 

 

２ 試験結果の報告 

 2.1 報告書類の提出 

受託者は、点検・試験の完了後、５日以内に報告書類を配電事業所担当グループへ提出する。 

提出する報告書類は次による。 

完成書類 補足説明 

配電用品試験通知票（様式１）及び配電用品試験

成績票（様式１） 
― 

電力ケーブル試験成績書（様式３、様式４）、 

及び測定記録書（チャート紙等） 

２部は支社配電部へ提出 

１部は受託者にて保管 

電力ケーブル定期保守試験指示書兼報告書（様式

２） 

協定精算を要する場合は、備考欄に内

容・金額等を記載 

協定精算を要する場合の請求書等 実費精算を要する場合等に提出 

 

 2.2 報告書類の再提出 

    受託者は、報告書類の内容に不備があり、配電事業所担当グループから再提出の指示を受け

た場合は、返却された書類を３日以内に修正し、再提出する。 

 

2.3 再点検の実施 

    受託者は、試験の実施内容に不備があり、配電事業所担当グループから再試験の指示を受け

た場合は、速やかに再試験を行うとともに、報告書類を再提出する。 

 



 

〔別紙１〕 

電力ケーブル定期保守試験委託業務処理フロー 

支 社 配電事業所 委  託  会  社 備     考 

〔初期診断、倉入れ試験〕    
 

 
 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

※１ 試験日、委託工事会社     
集合時刻、場所などの具体
的打合せ 

※２ 判定基準超過の場合の   
緊急連絡 

〔絶縁診断試験〕   ※１ 直流高圧法（停電）で実
施する場合の配電線融通

操作及び無停電工事の実
施表作成 

 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

 
 

 

※２ 直流高圧法（停電）で実

施する場合の操作完了確
認及び終了連絡 

 

 
 

 
※３ 判定基準超過の場合の緊

急連絡 

 

 

 

2' 

 

1" 

 

1' 

設計書類 

配 電 用 品 

試 験 票 

1 

電力ｹｰﾌﾞﾙ初期

診断試験計画書 

2 

電力ｹｰﾌﾞﾙ定期
保守試験指示書 
兼実績報告書 

3 

1'､1"､2 

指示№記入 

上長 

指示月日記入 
1'､1"､2､3 

Ｔ 

  

4' 

電力ｹｰ ﾌ ﾞ ﾙ 

試験成績書 

4 
4" 

試験実施 

上長 

Ｔ 

4" 

審査 

完成月日等記入 

1'､1"､2､3､4､4' 

Ｔ Ｔ 

※１ 

Ｔ ※２ 

しゅん工 
通知画面 

指示№工事
数等入力 

自動検収 

1"､2､3､4" 

1'､4' 1 

1 

1 ：控え 
1'：通知票 
1"：成績票 

 

1" 

 

1' 

配 電 用 品 

試 験 票 

1 高圧配電作業 

実 施 表 

2 

電力ｹｰﾌﾞﾙ定期
保守試験指示書 
兼実績報告書 

4 

1'､1"､2'､3' 

指示№記入 

上長 

指示月日記入 
1'､1"､2'､3'､4 

Ｔ 

  

5' 

電力ｹｰ ﾌ ﾞ ﾙ 

試験成績書 

5 
5" 

試験実施 

上長 

Ｔ 

5" 

審査 

完成月日等記入 

1'､1"､2'､3'､4､5､5' 

Ｔ Ｔ 

※２ 

Ｔ ※３ 

しゅん工 
通知画面 

指示№工事
数等入力 

自動検収 

1"､2'､3'､4､5 
1､1'､2､3､5' 

Ｔ Ｔ 

1､2､3 

1 ：控え 
1'：通知票 
1"：成績票 

※１ 

以下略 

直流高圧法の場合 

操作、無停電工事の実施 

管 理 図 
地中線ｶｰﾄﾞ等 

3 
3' 



直 流 高 圧 法 の 判 定 基 準 

 

１ ６ｋＶ電力ケーブル 

項  目 単 位 良 要 注 意 不  良 

漏 れ 電 流 μＡ※ ３未満 ３以上～50 未満 50 以上 

キ ッ ク 電 流 有無 無 ２μＡ程度 左記以上頻発 

成 極 指 数 
１分値／ 

７分値 
１以上 

0.5 以上 

～１未満 
0.5 未満 

※ ケーブル亘長が１ｋｍ以上の場合、ｋｍ換算した漏れ電流[μＡ/ｋｍ]で判定 

（注）１ 総合研究所報告資料による。 

   ２ 直流 10ｋＶの基準であるが、初期診断 20.7ｋＶにも適用する。 

 

２ 22ｋＶ電力ケーブル 

項  目 単 位 良 要 注 意 不  良 

絶 縁 抵 抗 

1 0ｋ Ｖ メ ガ ー 
ＭΩ 20,000 以上 2,000～20,000 2,000 未満 

57.5 

ｋV 

漏 れ 電 流 μＡ※ 10 以下 10 超過～50 未満 50 以上 

成 極 指 数 
１分値／ 

７分値 
１以上 

0.5 以上 

～１未満 
0.5 未満 

キック電流 有無 無 
明瞭なキックが 

認められるもの 

左記以上頻発な 

もの 

※ ケーブル亘長が１ｋｍ以上の場合、ｋｍ換算した漏れ電流[μＡ/ｋｍ]で判定 

（注）電気協同研究資料による。 

 

〔参考１〕判定基準の補足説明 

  次の傾向があるものは要注意判定し、事故発生時の供給対策を確立しておく。 

  １ 漏れ電流が時間とともに増加傾向を示す場合。 

  ２ 漏れ電流が急増する場合。 

  ３ 漏れ電流の変動が大きく振巾１－２μＡ以上のキック電流が流れる場合。 

 

〔参考２〕漏れ電流波形の例 

 

〔別紙２〕 



 

〔別紙３〕 

活 線 診 断 法 の 判 定 基 準 

 

１ 実測値（低周波重畳法） 

 

 

 

低周波重畳の分析（交流破壊電圧ＶＳ低周波重畳）、３相（活線） 

 

２ 劣化判定基準 

（不 良）……  400ＭΩ以下〔交流破壊電圧：７kV相当〕 

（要注意）…… 1,000ＭΩ以下〔交流破壊電圧：10kV相当〕 

（ 良 ）…… 1,000ＭΩ超過 

（注）１ ６kVの基準であるが３kVにも適用可 

２ ケーブルの絶縁体劣化の進展度合いは、布設状態により違ってくる。 

 特に、キャプ内のように乾湿の激しい箇所では、劣化は、早く進展する傾向にある。 

３ 総研データによる。 
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〔様式１〕 
 

配 電 用 品 試 験 票 
 

配電用品試験票（控） 
 

発行箇所  発 行     

※  

月 日 

    

※用品区分 

購入新品､修理品､在庫品､倉入品､委託(指定)品 

※試験区分 

受入､倉入､保守､その他 

※備  考 

概要（不合格の製造№、不良内容等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※品 名 ※製造者名 ※定 格 ※納入数    

       

       

       

       

       

注１．※印欄は発行者が記入する。 

２．用品区分、試験区分別に発行する。 

 

配電用品試験通知票 
 

発行箇所  発  行 検 査 試  験 

  担当 

 

月 日 

上長  担当 上長 

用品区分 

購入新品､修理品､在庫品､倉入品､委託(指定)品 

試験区分 

受入､倉入､保守､その他 

※備  考 

概要（不合格の製造№、不良内容等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

品 名 製造者名 定 格 納入数 ※試験数 ※不合格数 ※備 考 

       

       

       

       

       

注１．※印欄は試験箇所で記入する。 

２．本票は依頼箇所へ返送する。 

 

配電用品試験成績票 
 

発行箇所   試  験 審  査 

   担当 

 

月 日 

上長 担当 上長 

用品区分 

購入新品､修理品､在庫品､倉入品､委託(指定)品 

試験区分 

受入､倉入､保守､その他 

備  考 

概要（不合格の製造№、不良内容等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

品 名 製造者名 定 格 納入数 試験数 不合格数 備 考 

       

       

       

       

       

 



〔様式２〕 
 

 
 

 

 

 

（     支 社    配電事業所）

 

 

 



〔様式３〕 

 

 電 力 ケ ー ブ ル 試 験 成 績 書  
（直流高圧法、直流耐圧法） 

１．試験年月日：    年 月 日 

２．天    候：     （気温：  ℃ ・ 湿度：  ％） 

３．試 験 区 分：受入・倉入・診断（直絶・Ｅ・Ｇ）・その他（    ） 

４．試  験  者:                

５．布設場所及びケーブル仕様 

配電事業所  配電事業所 変 電 所  変電所 

線 路 名  線    

定格電圧 ｋＶ 種 類   

サ イ ズ 亘  長 製 造 者 製 造 年 布設年月 備  考 

㎜2 ｍ     

㎜2 ｍ     

㎜2 ｍ     

合 計 ｍ 区 間    
 

６．試験時の線路状況 

 ＳＳ ：変電所      ：ケーブル      ：端末      ：中間接続 

    ：ガード取付    ：シリコン使用    ：測定場所 

 

７．シース抵抗測定 

単位〔ＭΩ〕 

電圧 三相一括 赤 相 白 相 青 相 

500Ｖ     

 
８．絶縁抵抗測定 

単位〔ＭΩ〕 

試験前 

相  別 １ ｋＶ ３ ｋＶ ６ ｋＶ 10 ｋＶ 

三相一括  － － － 

赤  相     

白  相     

青  相     

 

 

９．直流高圧試験 

相 
別 

電圧[kV] 
漏 れ 電 流 [μＡ] 

成極指数 
１km超過時の漏れ電流 

[μＡ／㎞] １分値 ３分値 ５分値 ７分値 

三 
相 
一 
括 

       

       

       

       
 

相 
別 

電圧[kV] 
漏 れ 電 流 [μＡ] 

成極指数 
１km超過時の漏れ電流 

[μＡ／㎞] １分値 ３分値 ５分値 ７分値 

赤 
 
相 

       

       

       

       

白 
 
相 

       

       

       

       

青 
 
相 

       

       

       

       

 

１０．判定及び特記事項 

項目 単位 測定値 
判定基準 

判定 総合判定 
良 要注意 不良 

漏れ電流 μＡ  
３未満 

３以上～ 

50未満 
50以上  良 

要注意 

不良 

要調査 

 1km超過時 μＡ/km  

キック電流 有・無  無 
２μＡ 

程度 

左記以上 

頻発 
 

成極指数 
1分値/ 

７分値 
 １以上 

１未満～ 

0.5以上 
0.5未満  

 

特記事項 

                                        
                                        
                                        
                                        
 

 

支 社 委 託 会 社 

担 当 副 長 Ｇ長 担 当  長  長 

      

 

Ｓ 



 

 

 電 力 ケ ー ブ ル 試 験 成 績 書（活線診断）  
 

 

１．試験年月日：    年 月 日 

        気温：  ℃ ・ 湿度：  ％ 

２．試 験 区 分： 受入 ・ 倉入 ・ 診断 ・ その他（     ） 

３．試  験  者:                

４．布設場所及びケーブル仕様 

配電事業所  配電事業所 変 電 所  変電所 

線 路 名  線    

定格電圧 ｋＶ 種 類   

サ イ ズ 亘  長 製 造 者 製 造 年 布設年月 備  考 

㎜2 ｍ     

㎜2 ｍ     

㎜2 ｍ     

㎜2 ｍ     

合 計 ｍ 区 間    

 

 

５．試 験 結 果：(1) ケーブル絶縁 

         (2) シース抵抗値   100ｋΩ以上、測定不能 

 

６．試験時の線路状況 

 ＳＳ ：変電所      ：ケーブル      ：端末      ：中間接続 

    ：カード取付    ：シリコン使用    ：測定場所 

 

 

 

 

７．データ添付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．判定及び特記事項 

 

総合判定： 

 注）試験装置の判定が良と表示しても、下記の現象が現れた場合には検討を要する。 

  (1) シースの絶縁抵抗が小さい場合。（シース測定不能） 

  (2) 電流地の変動が大きい場合。 

                                        
 特記事項：（ 不 良 ）････････ 400ＭΩ以下〔交流破壊電流：７ｋＶ相当〕           
      （ 要注意 ）････････1,000ＭΩ以下〔交流破壊電流：10ｋＶ相当〕           
      （  良  ）････････1,000ＭΩ超過                         
                                        
                                        

 

支 社 委 託 会 社 

担 当 副 長 Ｇ長 担 当  長  長 

      

 

Ｓ 

〔様式４〕 



 

 
   

〔様式５〕 

支 社 

注１ 業務運営部単位に作成し、営業所単位に改行する。 

注２ 試験区分欄は該当するものに○印で記入する。 

 



 

－

〔参考資料１〕 

電力ケーブル初期診断試験計画書（電力ケーブル布設系統図及び位置図） 

   年  月  日 提出 

〔１．試験場所位置図〕 

 

 

 

 

 

 

〔２．記事〕 

 

１ 依 頼 箇 所 福 岡 配電事業所 

２ 月間計画年月 年 月  日 

３ 確 定 月 日 年 月  日 

４ 集 合 場 所  変電所 

５ 集 合 時 刻  

６ 委託責任者名 
工事会社 

 

７ 設計担当者名 
 

℡ 

８ 備 考  

 

 

＊３～６は、前日までに電話連絡のこと。 

 

 

竹
下
変
電
所 

耐圧試験済 
判定結果 良 

Cu CUT 
725□ 25ｍ 

204サ243 

６kV Cu CUT 325□×２ 208ｍ ６kV Cu CUT 725□ 95ｍ 



 

－

〔参考資料２〕 

地 中 線 カ ー ド（例） 

 

１．キーコード 

ＣＢ、電柱（開閉器塔） 

ＮＯ－  （借 室 名） 
Ｓ ５ ４ １ １ １ ０ １ －住吉ＳＳ－横田線 

電圧 06kV、22kV  
ケーブル 

種  別 

  ＳＳ引出し、中間、借室 

  全地中化、22kV 

 

２．ケーブル諸元 

№ 区 間 種 類 
サイズ 

[㎜2] 

亘 長 

[ｍ] 
製造者 製造年 布設年月 備     考 

１ 洞道№１ A -CUT 1,000 80 住 友 ？ S51. 5  

２ U78ﾀ587 Cu-CUT 725 231 西日本 1986 S61.10  

３ 178ﾀ48ｴ Cu-CUT 325 46 西日本 1986 S61.10  

４ U78ﾀ377 Cu-CUT 725 92 西日本 1986 S61.10  

５ U78ﾀ157 Cu-CUT 725 163 西日本 1986 S61.10  

６ U77ﾃ ？ Cu-CUT 725 164 西日本 1986 S61.10  

７ 177ﾃ844 Cu-CUT 725 61 西日本 1986 S61.10  

８ U78ﾀ467 Cu-CUT 725 82 西日本 1986 S61.10  

９ U78ﾀ647 Cu-CUT 725 151 西日本 1986 S61.10  

10 U78ﾀ727 Cu-CUT 725 141 西日本 1986 S61.10  

11 U78ﾀ816 Cu-CUT 725 55 西日本 1986 S61.10  

12 U78ﾀ927 Cu-CUT 725 68 西日本 1986 S61.10  

13 U78ﾀ937 Cu-CUT 725 20 西日本 1986 S61.10  

14 178ﾁ011 Cu-CUT 600 71 ？ ？ S59. 6 (S54.5)駅前２号線分､流用 

15 U78ﾁ141 Cu-CUT 725 135 西日本 1986 S61.10  

16 U78ﾁ247 Cu-CUT 725 33 西日本 1986 S61.10  

17 178ﾁ24ｱ Cu-CUT 725 65 西日本 1986 S61.10  

18 178ﾁ03ｱ Cu-CUT 325 60 西日本 1986 S61.10  

19         

20         

21         

22         

３．ケーブル系統図 

 

 



〔参考資料３〕 

 

電力ケーブル直流高圧法の診断方法について 
 

 １ 診断手順                                    <カード取付によるケーブル診断フロー> 

  ｏ 停電診断において、漏れ電流値が要注意判定（3 線一括で３μＡ/km）に至っ 
たケーブルについては、ガード※を取付け 1 相毎に診断する。 

※ ガードとは、ケーブル端末表面の漏れ電流を除外し、ケーブル内部からの漏れ 
電流のみを検出する処置 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 直流高圧法による診断試験結線図    
 

ケーブル停電診断(3相一括)

漏れ電流値　3μA以上

ガードを取付(1相毎に診断)

測定結果により判定

Y

N

 

 
 



Ｅ方式(現行)とＧ方式の概要 

メガーを用いた電力ケーブルの絶縁診断方法には、E 方式と G 方式の２種類あり、その概要は 

以下のとおり。 

 

【Ｅ方式】 

ｏケーブル単体の状態で、絶縁抵抗を測定する場合に用いる方法 

なお、機器をケーブルに接続したままでは、機器の漏れ電流の影響で誤差が生じる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｇ方式】 

ｏ一般自家用設備で活用されており、機器をケーブルに接続したままでもケーブルの絶縁診断が

可能な方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

劣化点の漏れ電流 

機器の漏れ電流 

変圧器 
アレスタ 

開閉器 

ケーブル芯線 

ケーブル遮へい層 

Ｇ Ｌ Ｅ 

メガー 

劣化点 

ＣＢ 開放 
ケーブル端末を開放しケーブル単体にする 

ケーブル端末を開放し

ない場合の漏れ電流 

 

変圧器 
アレスタ 

開閉器 

ケーブル芯線 

ケーブル遮へい層 

Ｇ Ｌ Ｅ 

メガー 

劣化点 

劣化点の漏れ電流 

機器の漏れ電流 

ＣＢ 開放 

ケーブル遮へい接地線開放 

ＳＳ側 柱上側 メガー 

ＳＳ側 柱上側 

＜ 別 紙 ＞ 

メガー 

〔参考資料4〕



 別紙１－６ 

［配電用具の定期保守試験、定期点検の業務委託実施要領］ 

 

１ 試験・点検の準備、及び実施 

1.1 事前打合せの実施 

受託者は、必要に応じ、試験・点検の日時、試験点検場所、現場責任者、緊急連絡体制等の事

前打合せを実施する。 

 

1.2 安全の確保 

受託者は、公衆の安全及び他物損傷等について、必要な安全措置を講じ、試験、点検を行う。

なお、試験、点検中は、次の標識等により関係者以外が立ち入らないよう対策を講じる。 

・危険表示灯の取付け（赤色回転灯での標示を含む） 

・危険標示ロープの取付け 

・監視人の配置（安全確保上、必要な場合） 

 

1.3 試験・点検の実施 

受託者は、試験・点検の指示を受けたものについて、別途定める配電用具の定期試験・点検要

領に基づき試験・点検を行う。なお、試験・点検の区分については、以下のとおり。 

 区分 

巡回試験・点検 配電事業所に出向き、営業所構内の車庫等のスペースを利用して行う場合 

持込試験・点検 
受託者が自所のスペースで供試品の試験・点検を実施し、配電事業所へ 

返納する場合 

※巡回試験・点検を標準とする。なお、持込試験・点検を行う場合、供試品の搬出・般入は受託

者の負担にて行う。 

※供試品を受託者で拘束する期間は、巡回試験・点検の場合は、試験、点検の実施日。また、持

込試験・点検の場合は、１週間以内を標準とする。 

 

1.4 固体管理番号の付与 

受託者は、新規配電用具の初回試験・点検時に、配電用具個々に個体管理番号を付与し、ラベ

ルを貼付する。また、ラベルが汚損又は破損したものは、試験・点検の都度貼り替える。 

なお、個体管理番号の設定は、「ＫＩＳ番号＋個体番号」とする。 

（例：高圧工事用ｹｰﾌﾞﾙ＝Ｄ101－××××－×／×） 

  ︸ ︸  ↑ 

KIS番号 個体番号 セット品の場合のみ〔KIS番号＋個体№／全体数〕 

 

1.5 保安上、緊急な措置を要する場合の処理 

受託者は、公衆の保安上の問題及び測定不能が生じた場合等、直ちに配電事業所担当グループ

へ連絡し、指示を受ける。 

 

２ 試験・点検結果の整理 

 2.1 試験・点検結果の記録 

受託者は、試験、点検の完了後、配電用品試験通知票又は配電用具の定期点検指示書兼実

績報告書に試験、点検の内容を記入する。 

 

2.2 配電用具マスターの整備 

受託者は、試験・点検の結果に基づき、配電用具マスターを修正する。また、配電事業

所担当グループより、マスター整備の依頼を受けた場合は、その都度、配電用具マスター

を修正する。 

 

 



2.3 ラベル及び荷札の取り付け 

受託者は試験・点検の結果、良品には試験・点検済ラベルを貼付し、不良品には不良内容表示

荷札を取り付ける。試験・点検済ラベル、及び不良内容表示荷札の仕様は、以下による。 

 

〔試験済ラベル〕 〔不良内容表示荷札〕 

 

試 験 済 

（委託会社名） 

日 付 印 

 

・不良内容表示札と分かるよう赤枠で囲んだ札とする。 

 

 

試験・点検月日  

試験・点検 

委託会社 

 

試験・点検不良内容 

 

〔点検済ラベル〕 

 

試 験 済 

（委託会社名） 

日 付 印 

 

３ 試験結果の報告 

 3.1 報告書類の提出 

受託者は、点検・試験の完了後、５日以内に報告書類を送配電統括センター担当グループ、及

び配電事業所担当グループへ提出する。なお、提出する完成書類は次による。 

  報告書類 報告先 補足説明 

定期保守 

試 験 

・配電用品試験通知票（様式１） 
配電事業所 

担当グループ 

・巡回試験の場合は、

試験完了日に返納 

・配電用具の定期保守試験指示書兼実

績報告書（様式２） 

・配電用具の定期保守試験結果報告書

（様式５） 

支 社 

配電担当グループ 
― 

定期点検 

・配電用具の定期点検指示書兼実績報

告書（様式３） 

・配電用具の定期点検結果報告書（様

式６） 

配電事業所 

担当グループ 
― 

そ の 他 ・協定精算を要する場合の請求書等 
配電事業所 

担当グループ 

・実費精算を要する

場合等に提出 

 

 3.2 報告書類の再提出 

受託者は、報告書類の内容に不備があり、配電事業所担当グループから再提出の指示を受けた

場合は、返却された書類を３日以内に修正し、再提出する。 

 

3.3 再試験・再点検の実施 

 受託者は、試験・点検の実施内容に不備があり、配電事業所担当グループから再試験・再点検

の指示を受けた場合は、速やかに再試験・再点検を行うとともに、報告書類を再提出する。 

40 ㎜

30 ㎜ 

30 ㎜ 

10 ㎜
10 ㎜

100 ㎜ 

10 ㎜

針金10 ㎜

150 ㎜

40 ㎜

赤色
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〔別紙 1〕 

配電用具の定期保守試験委託化業務処理フロー 

支 社 配電事業所 委 託 会 社 備   考 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1’’ 

1’ 
1 

1 ：控え 

1’ ：通知票 

1’’ ：成績票 

Ｇ長 

定期保守試験

指 示 書 兼 

実績 報 告 書 

1’,1’’ 

1 

2 

1’,1’’,2 

指示 

Ｇ長 

指示月日記入 
 

 

4’’ 
4’ 

4 

Ｔ Ｔ

1’,1’’,2 

供
試
品 

3 

巡回試験 

持込試験 

定期保守 

試験結果 

報 告 書 

配 電 用 品 

試 験 票 

1’,3

3
 (検査印)

3
1’

現品照合

しゅん工

通知画面 
指示№、工事

数等入力 

自動検収

1’

1’,2,4,4’

審査

完成月日等記入

1’,4’

1’,2,4

1,1’,4’

4’

工具・車両
ﾏｽﾀｰ(修正)
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〔別紙２〕 

配電用具の定期点検委託化業務処理フロー 

配電事業所 委 託 会 社 備   考 

 

 

 

※１ 

業務整理簿 

１ 

指示・記入 

上長 

指示月日記入 

Ｔ Ｔ

１ 

供
試
品 

※２ 

２ 

持込点検 
※３ 現品照合 

（検印） 

定 期 点 検 

結果報告書 

3 
3’ 

工具・車両 

マスター 

(修正) 

3’ 2 

1,3 

自動検収 ※４ 

しゅん工

通知画面 

完成月日等記入 

審査 

指示・工事数等入力 

1,2,3 

※１ 指示書兼実績

報告書は月間計

画表に基づき発

行する。 

※２ 事業所担当者

は 供 試 品 の 措

置、及び点検ス

ペースを確保す

る。 

※３ 持込点検の場

合、供試品の搬

出、搬入は営業

所の立会に基づ

き委託会社で実

施 

※４ 検査は配電検

査基準に基づき

実施する。 

1,3 

定期点検指示書 

兼実施報告書 

巡回点検 



〔様式１〕 
 

配 電 用 品 試 験 票 
 

配電用品試験票（控） 
 

発行箇所  発 行     

※  

月 日 

    

※用品区分 

購入新品､修理品､在庫品､倉入品､委託(指定)品 

※試験区分 

受入､倉入､保守､その他 

※備  考 

概要（不合格の製造№、不良内容等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※品 名 ※製造者名 ※定 格 ※納入数    

       

       

       

       

       

注１．※印欄は発行者が記入する。 

２．用品区分、試験区分別に発行する。 

 

配電用品試験通知票 
 

発行箇所  発  行 検 査 試  験 

  担当 

 

月 日 

上長  担当 上長 

用品区分 

購入新品､修理品､在庫品､倉入品､委託(指定)品 

試験区分 

受入､倉入､保守､その他 

※備  考 

概要（不合格の製造№、不良内容等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

品 名 製造者名 定 格 納入数 ※試験数 ※不合格数 ※備 考 

       

       

       

       

       

注１．※印欄は試験箇所で記入する。 

２．本票は依頼箇所へ返送する。 

 

配電用品試験成績票 
 

発行箇所   試  験 審  査 

   担当 

 

月 日 

上長 担当 上長 

用品区分 

購入新品､修理品､在庫品､倉入品､委託(指定)品 

試験区分 

受入､倉入､保守､その他 

備  考 

概要（不合格の製造№、不良内容等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

品 名 製造者名 定 格 納入数 試験数 不合格数 備 考 

       

       

       

       

       

 

11－12 
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〔様式２〕 

      配電用具の定期保守試験指示書兼実績報告書 

 （    支社    配電事業所） 

 

指     示 審     査 

メンバー ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 メンバー ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 

 

指示月日   年  月  日 

完成期限   年  月  日 

完成月日   年  月  日 

 

区  分 
 指示個数 

（Ａ） 

実施個数（Ｂ） 増減 

(B-A) 

実施

月日 

実施

者 
摘  要 

単位 合格 不良 計 

工 
 
 

 
 

具 

特 別 高 圧 ・ 

高 圧 間 接 工 具 
本        

 

しゃへい層付防具 個        

低 圧 ゴ ム 手 袋 

（400Ｖ用） 
双        

計 －        

車 
 
 

 
 

両 
（※１） 

高 所 作 業 車 
台        

サービス機動車 台        

（※２） 

間 接 工 法 車 
台        

仮 支 持 工 法 車 台        

計 －        

（注）１．※１：高所作業車には活線注水車、活線洗浄機動車、総合工事車、及び多機能仮支持工法車を含む。 

２．※２：間接工法車には地上操作型間接工法車及び保守作業機動車を含む。 

３．協定がある場合は、内容と金額（消費税除き）を摘要欄に記載のうえ、領収書等を添付のこと。 

指示№ 
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〔様式３〕 

      配電用具の定期点検指示書兼実績報告書 

  

指     示 審     査 

メンバー ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 メンバー ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 

 

指示月日   年  月  日 

完成期限   年  月  日 

完成月日   年  月  日 

 

品 名 点検項目 

指示

台数 

(Ａ) 

実施台数（Ｂ） 増減 
実施 

月日 

実施 

者 
摘 要 合

格 

不

良 
計 (B-A) 

車 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

両 

間

接

工

法

車 

電
気
駆
動 

搭乗操作型 台 
架 装 部        

 

付属工具        

地上操作型 〃 
架 装 部        

付属工具        

油
圧
駆
動 

搭乗操作型 〃 
架 装 部        

付属工具        

地上操作型 〃 
架 装 部        

付属工具        

工事用ケーブル車 

（６ｋＶ，22ｋＶ） 
〃 

架 装 部 － － － － － － － 

付属工具        

移 動 変 圧 器 車 〃 
架 装 部 － － － － － － － 

付属工具        

高 圧 発 電 機 車 〃 
架 装 部        

付属工具        

低 圧 発 電 機 車 〃 
架 装 部        

付属工具        

高 圧 計 器 工 事 車 〃 
架 装 部        

付属工具        

保
守
作
業
機
動
車 

電
気
駆
動 

事故点探査 

機 能 付 き 
〃 

架 装 部        

付属工具        

事故点探査 

機 能 無 し 
〃 

架 装 部        

付属工具        

油
圧
駆
動 

事故点探査 

機 能 付 き 
〃 

架 装 部        

付属工具        

事故点探査 

機 能 無 し 
〃 

架 装 部        

付属工具        

事 故 点 探 査 車 〃 
架 装 部 － － － － － － － 

付属工具        

合     計 〃 
架 装 部         現品照合 

検 印 

 

付属工具          

（注）協定がある場合は、内容と金額（消費税除き）を摘要欄に記載のうえ、領収書等を添付のこと。 

指示№ 

（１／２） 

（    支社    配電事業所） 
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      配電用具の定期点検指示書兼実績報告書 

  

指     示 審     査 

メンバー ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 メンバー ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 

 

指示月日   年  月  日 

完成期限   年  月  日 

完成月日   年  月  日 

 

品 名 単位 点検項目 

指示

台数 

(Ａ) 

実施台数（Ｂ） 増減 
実施 

月日 

実施 

者 
摘 要 合

格 

不

良 
計 (B-A) 

工 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

具 

高圧工事用ケーブル 

（６ｋＶ，22ｋＶ） 
組 

耐 圧        

 

点 検        

低圧工事用ケーブル 〃 
耐 圧 － － － － － － － 

点 検        

高 圧 ・ 短 尺 

バイパスケーブル 
〃 

耐 圧        

点 検        

高 圧 引 下 

バイパスケーブル 
〃 

耐 圧        

点 検        

低 圧 引 込 線 

バイパスケーブル 
〃 

耐 圧 － － － － － － － 

点 検        

高 圧 バ イ パ ス 

ケーブル（地中用） 
〃 

耐 圧        

点 検        

低 圧 バ イ パ ス 

ケーブル（地中用） 
〃 

耐 圧 － － － － － － － 

点 検        

低 圧 Ｃ Ｔ 付 

計 器 取 替 工 事 
台 

耐 圧 － － － － － － － 

点 検        

高 圧 Ｐ . Ｃ . Ｔ 

取 替 工 事 
〃 

耐 圧        

点 検        

工 事 用 開 閉 器 

（６ｋＶ，22ｋＶ） 
〃 

耐 圧        

点 検        

低 圧 瞬 時 切 換 

開 閉 器 
〃 

耐 圧 － － － － － － － 

点 検        

低 圧 発 電 機 

（40kVA 級未満） 
〃 

耐 圧        

点 検        

携 帯 発 電 機 

（40kVA 級未満） 
〃 

耐 圧 － － － － － － － 

点 検        

瞬 時 切 替 付 

低 圧 発 電 機 
〃 

耐 圧 － － － － － － － 

点 検        

合   計 〃 
耐 圧         現品照合 

検 印 

 

点 検          

（注）協定がある場合は、内容と金額（消費税除き）を摘要欄に記載のうえ、領収書等を添付のこと。 

指示№ 

（２／２） 

（    支社    配電事業所） 



（１／３） 

 

－

〔様式４〕 

配電用具の品名別数量一覧表（   年 月現在） 
〔定期保守試験〕  

 

営業所 

 

品 名           単位 

              計 

工
具
・
保
護
具
・
防
具 

特別高圧・高圧用間接工具 本                

し ゃ へ い 層 付 防 具 個                

低 圧 ゴ ム 手 袋 
（ 4 0 0 Ｖ 用 ） 

双                

計 －                

車 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

両 

（※１） 
高 所 作 業 車 

 
台                

サ ー ビ ス 機 動 車 台                

（※２） 
間 接 工 法 車 

 
台                

仮 支 持 工 法 車 台                

                 

計 －                

（注）１ ※１：高所作業車には活線注水車、活線洗浄機動車、総合工事車及び多機能仮支持工法車を含む。 

   ２ ※２：間接工法車には地上操作型間接工法車及び保守作業機動車を含む。 



（２／３） 

 

－

 

配電用具の品名別数量一覧表（   年 月現在） 
〔定期試験〕  

 

営業所 

 

品 名           単位 

               計 

車 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

両 

間 

接 

工 

法 

車 

電
気
駆
動 

搭 乗 操 作 型 台                 

地 上 操 作 型 台                 

油
圧
駆
動 

搭 乗 操 作 型 台                 

地 上 操 作 型 台                 

工 事 用 ケ ー ブ ル 車 
（ ６ k V 、 2 2 k V ） 

台                 

移 動 用 変 圧 器 車 台                 

高 圧 発 電 機 車 台                 

低 圧 発 電 機 車 台                 

高 圧 計 器 工 事 車 台                 

保

守

作

業

機

動

車 

電
気
駆
動 

事故点探査機能付き 台                 

事故点探査機能無し 台                 

油
圧
駆
動 

事故点探査機能付き 台                 

事故点探査機能無し 台                 

事 故 点 探 査 車 台                 

合     計 台                 

 



（３／３） 

 

－

 

配電用具の品名別数量一覧表（   年 月現在） 
〔定期試験〕  

 

営業所 

 

品 名           単位 

               計 

工 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

具 

高 圧 工 事 用 ケ ー ブ ル 
（ ６ k V 、 2 2 k V ） 

組                 

低 圧 工 事 用 ケ ー ブ ル 組                 

高圧・短尺バイパスケーブル 組                 

高圧引下バイパスケーブル 組                 

低圧引込線バイパスケーブル 組                 

高 圧 バ イ パ ス ケ ー ブ ル 
（ 地 中 用 ） 

組                 

低 圧 バ イ パ ス ケ ー ブ ル 
（ 地 中 用 ） 

組                 

低圧ＣＴ付計器取替工具 台                 

高圧Ｐ．Ｃ．Ｔ取替工具 台                 

工 事 用 開 閉 器 
（ ６ k V 、 2 2 k V ） 

台                 

低 圧 瞬 時 切 替 開 閉 器 台                 

低 圧 発 電 機 
（ 4 0 k V A 級 以 上 ） 

台                 

携 帯 発 電 機 
（ 4 0 k V A 級 未 満 ） 

台                 

瞬 時 切 替 付 低 圧 発 電 機 台                 

合     計 －                 

 



 

－

〔様式５〕 

配電用具の定期保守試験結果報告書 
     頁 

 支社担当グループ長 殿 年 月 日 

 配電事業所担当グループ長 殿 会 社 

支社 事業所 試験年月日：  年  月  日 委  託  会  社 業 務 運 営 部 事 業 所 
使用機器 ・ＩＰＫ－30型耐圧試験器 
     ・ＡＣ－30,000Ｖ  ３kVA  ムサシ電機計器製作所 

担 当 課 長 部 長 メンバー ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 メンバー ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 

試験方法 ・定期点検 ・外観及び構造についての点検 
     ・定期試験 ・高 圧 間 接 工 具 ＡＣ：13,800Ｖ  ５分間 
           ・低 圧 ゴ ム 手 袋 ＡＣ： 1,500Ｖ  ５分間 
           ・しゃへい層付防具 ＡＣ：13,800Ｖ  ５分間 

       

試 験 結 果 
＊ 

 良 ・・・ ○ 
 否 ・・・ × 

 試験区分 
・巡回試験 
・持込試験 試  験 点  検 

品           名 個体管理№ 製造者名 良 否 良 否 不   良   内   容 
１ ワイヤートング  C-112-001 藤井電工         
２            
３            
４ 小トング  （2.5Ｍ）  C-113-001 〃         
５            
６            
７   〃    （3.0Ｍ）  C-113-001 〃         
８            
９            
10 共用操作棒（菊座付）  C-124-001 大東電材         
11      002          
12      003          
13      004          
14            
15            
16            
17 ストレーリングトング  C-114-001 〃         
18      002          
19      003          
20      004          
21      005          
22      006          
23            
24            
25            
26 ボックススパナ操作棒  C-122-001 泉 精 器         
27            
28            
29 高圧活線ヤットコ（大）  C-131-001 大東電材         
30      002          
31      003          
32      004          

試 験 内 訳 集 計 単 位 数  量 良 否 良 否     
高 圧 用 間 接 工 具 本          
低圧ゴム手袋（400Ｖ用） 双          
し ゃ へ い 層 付 防 具 個          

 



 

－

〔様式６〕 （１／22） 

配電用具の定期点検結果報告書 
 年 月 日 

      配電事業所担当グループ長 殿         会 社 

支 社        事業所 試験年月日：      年   月   日 委  託  会  社 事  業  所     

使用機器： 

点検方法： 

 

 

 

担  当 課  長 部  長 メンバー ｸﾞﾙｰﾌﾟ長     

         

 
架          装          部          点          検 

点 検 箇 所 点 検 内 容 動  作  機  能 良 否 不 良 内 容 点 検 箇 所 点 検 内 容 動  作  機  能 良 否 不 良 内 容 

間接工法車 

電気駆動式 

ﾏﾆﾋﾟｭﾚｰﾀ 

 

 

 

 

 

（固体管理№） 

 

 

 

 

 

（製造者） 

ワーキングベース 

取付状態 ボルトなどの増締め   

 

操
作
パ
ネ
ル 

電圧測定 
ｼﾞｮｲｽﾃｨｯｸのﾎﾟﾃﾝ 

ｼｮ電圧測定 

ジョイスティックの各種のポテン

ショ電圧測定 
  

 

変形、損傷、亀裂 変形、損傷、亀裂の有無   

電流、電圧の測定 充電電流、ﾊﾞｯﾃﾘｰ電圧のﾁｪｯｸ   油圧アンプ 油圧アンプ調整 油圧アンプの回転数調整   

ス 

レ 

ー 

ブ 

ア 

ー 

ム 

絶縁カバー／

手首部防水カ

バー 

取付状態 手首部防水ｶﾊﾞｰの取付ﾈｼﾞの緩み状態        

変形、損傷、亀裂 
絶縁カバー、手首部防止カバーの

変形、損傷、亀裂状態 
  

     

ジョイスティック

 

本 体 
取付状態 ネジの緩みの有無   

防滴仕様 

（防水状態） 

絶縁カバー、継ぎ目シールのピン

ホール、裂け目の有無 
  

変形、損傷、亀裂 本体の変形、損傷、亀裂の有無   

スイッチ 
取付状態 スイッチのズレ、ガタの有無   

本 
 
 

体 

J1～J6 

軸 

部 

取付状態 取付ボルトの緩みの有無   変形、損傷、亀裂 ｽｲｯﾁの変形、損傷、亀裂の有無   

変形、損傷、亀裂 変形、損傷、亀裂の有無   
動作点検 

本 体 ｼﾞｮｲｽﾃｨｯｸのひっかかりや●●の有無   

油もれ 油圧ホースの油もれの有無   ジョイスティック ｼﾞｮｲｽﾃｨｯｸの各種ｽｲｯﾁの動作確認   

J4～J5 

軸 

部 

力ｾﾝｻｰ用ｹｰﾌﾞﾙの

変形、損傷、亀裂

及び防滴仕様 

ケーブルの変形、損傷、亀裂、 

防水シール剤の裂け目の有無 
  上 

部 

制 

御 

室 

カバー及び 

本体 

取付状態 ネジの緩みの有無   

変形、損傷、亀裂 ｶﾊﾞｰ及び本体の変形､損傷､亀裂の有無   

ｹｰﾌﾞﾙ及び 

ﾌﾞｯｼﾝｸﾞ 
変形、損傷、亀裂 

ケーブル、ブッシングの変形、 

損傷、亀裂の有無 
  

J5～J7 

軸 

部 

傘歯車の状態 傘歯車の損傷ガタなどの有無   

ﾀｲﾐﾝｸﾞﾍﾞﾙﾄの張り ﾀｲﾐﾝｸﾞﾍﾞﾙﾄの損傷、緩みの有無   冷却ファン 動作状況 冷却ファンの回転状態   

冷却ファン 冷却ファンの点検   
電圧測定 

定電圧電源の電圧

測定 
定電圧電源の端子電圧測定   

工具の着脱 工具の着脱状態の点検   

油圧モータ回転 油圧モータ回転の点検   

下 

部 

制 

御 

室 

カバー及び 

本体 

取付状態 ネジの緩みの有無   

    変形、損傷、亀裂 ｶﾊﾞｰ及び本体の変形､損傷､亀裂の有無   

中継ボックス 
ｺﾈｸﾀｰ取付状態 ﾊﾟﾜｰ線、信号機、ｺﾈｸﾀｰの取付状態   ｹｰﾌﾞﾙ及び 

ﾌﾞｯｼﾝｸﾞ 
変形、損傷、亀裂 

ケーブル、ブッシングの変形、 

損傷、亀裂の有無 
  

電圧測定 リチウム電池の電圧測定と交換   

動作点検 
動作角 動作角の範囲測定と慣性の有無   冷却ファン 動作状況 冷却ファンの回転状態   

異常音、振動 異常音、振動の有無   

電圧測定 

定電圧電源の電圧

測定 
定電圧電源の端子電圧測定   

操 

作 

パ 

ネ 

ル 

本 体 
取付状態 取付ボルトの緩みの有無   

変形、損傷、亀裂 ﾊﾟﾈﾙなどの変形、損傷、亀裂の有無   ﾒﾓﾘｰﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ用 

電源電圧の測定 

リチウム電池の電圧測定及びリチ

ウム電池の交換 
  

ｹｰﾌﾞﾙ及び 

ﾌﾞｯｼﾝｸﾞ 
変形、損傷、亀裂 

ケーブル、ブッシング等の変形、 

損傷、亀裂の有無 
  

ペ
ン
ダ
ン
ト 

プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ 

本体 変形、損傷、亀裂 筐体の変形、損傷、亀裂の有無   

ｽｲｯﾁ、ﾎﾟﾘｰﾑ、

ﾗﾝﾌﾟ、ﾏｽﾀｰｱｰ

ﾑ、球面計 

取付状態 スイッチ等のズレ、ガタの有無   ｹｰﾌﾞﾙ及び 

ﾌﾞｯｼﾝｸﾞ 
変形、損傷、亀裂 

ケーブル、ブッシングの変形、 

損傷、亀裂の有無 
  

変形、損傷、亀裂 ｽｲｯﾁ等の変形、損傷、亀裂の有無   

    動作点検 作動状態 各種ボタンの動作状況確認   

動作点検 

非常停止スイッチ 非常停止スイッチの動作確認        

ｽｲｯﾁ、ﾎﾟﾘｰﾑ、ﾗﾝ

ﾌﾟ、ﾏｽﾀｰｱｰﾑ、球

面表示計 

操作パネルの各種スイッチの動作

確認 
  

     

接地線 接地状態 接地線の導通試験   

付属品 数量確認 付属品の数量を確認   

電圧測定 
定電圧電源の電圧

測定 

操作パネルの定電圧電源の端子 

電圧測定 
  

清 掃 全体の清掃 全体のから拭きと揮水散布   

収納カバー 変形、損傷 カバーの変形、損傷の有無   
 



 

 

－

〔様式７〕 

 

配電用具の定期保守試験年間計画表（   年度） 

 

支 社 区 分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 

北 九 州 

支 社 

巡回試験              

持込試験              

福 岡 

支 社 

巡回試験              

持込試験              

佐 賀 

支 社 

巡回試験              

持込試験              

長 崎 

支 社 

巡回試験              

持込試験              

大 分 

セ ン タ ー 

巡回試験              

持込試験              

熊 本 

支 社 

巡回試験              

持込試験              

宮 崎 

支 社 

巡回試験              

持込試験              

鹿 児 島 

支 社 

巡回試験              

持込試験              

本 店 
巡回試験              

持込試験              

計 
巡回試験              

持込試験              

（注）該当営業所名を記入する。 



 

 

－

〔様式８〕 

配電用具の定期点検年間計画表（   年度） 

 

支 社 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 

北 九 州 支 社              

福 岡 支 社              

佐 賀 支 社              

長 崎 支 社              

大 分 支 社              

熊 本 支 社              

宮 崎 支 社              

鹿 児 島 支 社              

本 店              

計              

 

（参考・巡回点検区分） 

点検区分 点検ｻｲｸﾙ 点        検        品        目 標準点検所要日数 

Ａ ６か月 間接工法車（電気駆動、油圧駆動）架装部、保守作業機動車架装部 ２日 

Ｂ1 12か月 高圧発電機車架装部、低圧発電機車架装部、低圧発電機車（40kVA以上） ３日 

Ｂ2 12か月 事故点探査車架装部、携帯発電機（40kVA未満）、瞬時切替付発電機 ２日 

Ｃ1 36か月 工事用ケーブル車（６kV、22kV）架装部、工事用ケーブル（６kV、22kV） ２日 

Ｃ2 36か月 
移動変圧器車架装部、高圧計器工事車架装部、高圧短尺バイパスケーブル、高圧引下バイパスケーブル、高圧バイパスケーブル

（地中用）、高圧ＰＣＴ取替工具、工事用開閉器（６kV、22kV） 
３日 

Ｃ3 36か月 低圧工事用ケーブル、低圧バイパスケーブル（地中用）、低圧引込線バイパスケーブル、ＣＴ付ＷＨ取替工具、低圧瞬時切替開閉器 ２日 

 



 

 

－

〔様式９〕 

配電用具の定期保守試験・定期点検月間計画表（   年 月度） 

 

事業所 
試 験 ・ 

点検区分 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

（注）試験・点検区分は巡回試験、持込試験、巡回点検又は持込点検の区別を記入する。 
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〔様式10〕 

配電用具マスター レイ ア ウ ト 

 

備 付 箇 所                      配電事業所 

品 
 

名 

種 類  

品 名  

個 体 管 理 №  

納 
 

入 

納 入 者 名  

検 収 年 月 日        年      月      日 

メーカー

 

製 造 者 名  

製 造 年 月        年      月 

製 造 №  

耐 電 圧               kV       分間 

受
入
試
験 

 
 

・
点
検 

外 観  

耐 電 圧               kV       分間 

合 格 確 認        年      月      日    確認者名 

定 

期 
（ 

保 

守 

試 

験 

・ 

点 

検 

） 

記 

録 

試験・点検月日 
試験・点検結果 

不 良 内 容 実施者名 備  考 
外 観 耐 電 圧 

・   ・      

・   ・      

・   ・      

・   ・      

・   ・      

・   ・      

・   ・      

・   ・      

・   ・      

・   ・      

・   ・      

・   ・      

・   ・      

・   ・      

・   ・      

・   ・      

・   ・      

・   ・      

 


